





































































































































































































































































































1 3/2 3/2 1 100 100 50％ 50％ 75％ 75％ 設例１
2 1 3 3 100 100/3 75％ 25％ 75％ 75％ 設例２
3 6/5 2 10/3 100 60 75％ 25％ 90％ 50％
4 5/4 15/8 3/2 100 200/3 75％ 25％ 15/16 15/32 設例３
5 19/15 57/31 45/31 100 620/9 75％ 25％ 95％ 57/124
6 4/3 12/7 9/7 100 700/9 75％ 25％ 100％ 3/7 設例４
7 7/5 21/13 15/13 100 260/3 75％ 25％ 105％ 21/52
以下で
「設例５」
























































































































































































































1 3/2 3/2 75％ 75％ 0 100 100 0 100 100 設例１
2 1 3 75％ 75％ 0 100 100 3 97 100 設例２
3 6/5 2 90％ 50％ 0 100 100 0 100 100
4 5/4 15/8 94％ 47％ 16 84 100 0 100 100 設例３
5 19/15 57/31 95％ 46％ 18 82 100 0 100 100
6 4/3 12/7 100％ 43％ 57 43 100 0 100 100 設例４
7 7/5 21/13 105％ 40％ 78 22 100 0 100 100 設例５











































































































平成19年 767,781,370円 667,350,200円 115.0％
平成20年 1,446,835,500円 1,420,398,800円 101.9％
平成21年 795,176,110円 781,765,600円 101.7％





平成17年 364,160,850円 345,411,500円 105.4％
平成18年 705,043,500円 646,137,500円 109.1％
平成19年 2,295,455,000円 2,173,558,800円 105.6％
平成20年 1,666,885,980円 1,561,428,800円 106.8％
平成21年 1,702,542,850円 1,494,620,600円 113.9％
平成22年 1,103,736,500円 1,048,086,000円 105.3％
















































































＋ ＋ ＋ 0.0％ 0.6％ 18.5％ 47.5％ 91.3％
＋ ＋ △ 0.0％ 2.7％ 14.0％ 13.4％ 2.8％
＋ △ ＋ 0.0％ 2.7％ 14.0％ 13.4％ 2.8％
＋ △ △ 0.0％ 12.1％ 10.5％ 3.8％ 0.1％
△ ＋ ＋ 0.0％ 2.7％ 14.0％ 13.4％ 2.8％
△ ＋ △ 0.0％ 12.1％ 10.5％ 3.8％ 0.1％
△ △ ＋ 0.0％ 12.1％ 10.5％ 3.8％ 0.1％
△ △ △ 100.0％ 55.1％ 8.0％ 1.1％ 0.0％
合　計 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
２回以上
利益の合計確率
0.0％ 8.6％ 60.4％ 87.6％ 99.7％
連続２回以上
利益の合計確率
0.0％ 5.9％ 46.5％ 74.2％ 96.9％
３年分全て
利益の合計確率


























































































































































（0.75 ×（75 ＋ 25））
75 ＝1, 














（0.75 ×（75 ＋ 50））
75 ＝
 5 
 4 , 



















































































1 3/2 3/2 75％ 75％ 0 100 100 0 100 100 設例１
2 1 15/2 90％ 75％ 0 100 100 11 89 100
3 1 3 90％ 30％ 0 100 100 0 100 100
4 19/15 57/31 95％ 26％ 9 91 100 0 100 100
5 4/3 12/7 100％ 23％ 39 61 100 0 100 100
6 7/5 21/13 105％ 21％ 96 4 100 0 100 100






























































































































 （44）前掲注43、同資料88 ～ 90頁参照。
 （45）ここで平均課税する趣旨は、最終的により厳しい課税額となるのか、あるい
は、より緩やかな課税額となるのか、それぞれの発生確率を等しいとみて、そ
の期待値としての課税額で取り敢えず課税するということであるといえよう。
　　　なお、出国税制度では、納税の猶予に係る期間の満了日における対象有価証
設例に基づく馬券損益の数理学的検討（関本）
148
97
券等の価格下落時における減免措置（所得税法60条の２第10項）が規定される
など、大変柔軟な納税猶予制度が採用されている（同137条の２《国外転出を
する場合の譲渡所得等の特例の適用がある場合の納税猶予》）が、特定馬券収
入に係るリカバリー課税の場合にも、前掲注34で触れた徴収面での問題が大き
ければ、出国税制度と同様に十分な納税猶予措置を設けることを前提に、平均
課税することなく、納税者にとって、より厳しい課税となる所得区分で原則的
に課税をすることとすべきかもしれない。
 （46）ただし、特定馬券収入に係るリカバリー課税において前掲注45のとおり平均
課税を採用する場合には、納税者にとって、より厳しい課税に確定したとき
に、当該納税者による義務的修正申告か、課税庁による遡及的な増額更正が行
われなければならない点が出国税制度と異なる。
　　　ちなみに、平成28年度税制改正により、「国外転出時課税制度の適用によっ
て生じた譲渡損失の金額について確定申告書を提出した後、国外転出の日から
５年を経過する日までに帰国をしたことによりその譲渡損失の金額を生じな
かったものとする（課税を取り消す）場合」、つまり、「事後的に生じた事由に
基因して国外転出時課税制度の適用を取り消したことにより対象となった有価
証券等の譲渡損失の金額がなかったものとされた場合に、これによって増加し
た所得金額や所得税額を申告するために修正申告書を提出することができる特
例」（所得税法151条の２《国外転出をした者が帰国をした場合等の修正申告
の特例》）の規定が創設され、帰国した納税者の選択によるものの、当該納税
者の所得税額の事後的な遡及的増額も可能となっている。佐々木誠ほか「所
得税法等の改正」『平成28年度税制改正の解説』（財務省ホームページ）http:
//www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2016/explanation/
pdf/p0081_0150.pdf（平成28年８月13日現在）93 ～ 94頁参照。
　　　このように、出国税制度は、事後的に生じた事由に基因した税額の調整が帰
国した納税者自身の選択による仕組みとなっている点で、飽くまでも国外転出
時のみなし譲渡による課税関係を優先させる制度といえるが、特定馬券収入に
係るリカバリー課税については、むしろ暫定的な課税関係を清算し、再確定す
る仕組みである点で性格がやや異なるものといえよう。
